
小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）関係法令 

 

ファミリーホームとは 

《児童福祉法施行規則》 

第一条の九   法第六条の三第八項に規定する小規模住居型児童養育事業において行われる

養育は、同項に規定する厚生労働省令で定める者（以下「養育者」という。）の

住居において、複数の委託児童 《中略》 が養育者の家庭を構成する一員とし

て相互の交流を行いつつ、委託児童の自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立

するとともに、豊かな人間性及び 社会性を養い、委託児童の自立を支援するこ

とを目的として行われなければならない。 

《児童福祉法》 

第六条の三 ⑧ この法律で、小規模住居型児童養育事業とは、第二十七条第一項第三号の措置

に係る児童について、厚生労働省令で定めるところにより、保護者のない児童又

は保護者に監護させることが不適当であると認められる児童（以下「要保護児童」

という。）の養育に関し相当の経験を有する者その他厚生労働省令で定める者（次

条第一項に規定する里親を除く。）の住居において養育を行う事業をいう。 

 

ファミリーホームをはじめるには 

《児童福祉法》 

第三十四条の四 国及び都道府県以外の者は、厚生労働省令の定めるところにより、あらかじめ、

厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出て、児童自立生活援助事業又

は小規模住居型児童養育事業を行うことができる。 

《社会福祉法》 

第二条   ③ 次に掲げる事業を第二種社会福祉事業とする。 

       二 児童福祉法に規定する障害児通所支援事業、障害児相談支援事業、児童自立

生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸

訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業又は

小規模住居型児童養育事業、同法に規定する助産施設、保育所、児童厚生施設

又は児童家庭支援センターを経営する事業及び児童の福祉の増進について相

談に応ずる事業 

第六十九条   国及び都道府県以外の者は、第二種社会福祉事業を開始したときは、事業開始

の日から一月以内に、事業経営地の都道府県知事に第六十七条第一項各号に掲げ

る事項を届け出なければならない。 

第六十七条  一 経営者の名称及び主たる事務所の所在地 

       二 事業の種類及び内容 

       三 条例、定款その他の基本約款 


